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○ やまなし建設業経営多角化支援事業費補助金
県内建設業者の行う経営多角化の取り組みに対し、必要な経費の一部を助成

・補助率：１／２（補助限度額２，０００千円）

・補助対象：経営多角化に必要な初期投資、展示会等の販路拡大などの経費
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平成３０年度やまなし建設産業活性化支援対策事業の概要

技術力・経営力の強化

○ 未来を支える建設業就業促進事業
防災・減災対策やインフラの老朽化対策の中心となる建設業を担う人材を確保・育成するため、就業

促進等の取り組みを実施

・委託事業（委託先：（一社）山梨県建設業協会）

・内容（高校生等を対象とした２級土木・建築施工管理技術検定試験準備講習の実施、高校生等

を対象としたインターンシップの実施）

○ 建設業若年技能者人材育成促進事業費補助金
若年技能者の建設業への定着を促進するため、建設現場で求められる技術及び技能を習得するた

めの取り組みに対して助成
・補助率：１／２ 補助先：（一社）山梨県建設業協会）
・内容（車両系建設機械(整地等)、不整地運搬車、玉掛け、小型移動式クレーン等講習）

○ 建設業における社会保険加入対策

・行政による制度的チェック・指導
・県発注工事における社会保険加入対策の徹底

持続的な発展に必要な人材の確保

経営相談・指導の結果に基づいて各企業が取り組み、必要に応じ関係機関、関係部局の支援策を活
用 （人材育成、金融支援、技術関係講習会等）

建設業者が目指すべき３つの方向と支援策
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経営多角化・新分野進出

○ 明日の建設産業を考える山梨会議
担い手確保対策や生産性向上を図るICTへの対応などの今日的な課題を踏まえ、本県建設産業のあるべき

将来像について検討する

・検討事項：担い手確保対策、生産性向上、経営改善、あるべき将来像等



やまなし建設産業活性化支援対策事業
支援内容 事業名 概　　　　　　　要 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

建設業相談窓口
・専任の相談員が建設業者の相談に対応する
・建設業者向けの情報提供や必要な支援策の活用を手助け

山梨県建設業経営支援
　コンサルタント派遣事業
費

建設業の経営指導に通じたコンサルタントを県内建設業者に集中的に派遣し、経営の
改善や革新を支援。H26行政評価（外部評価）の意見（廃止2名）を踏まえ、廃止となっ
た。
・対象　　県の入札参加資格を有する建設業者
・内容　　県建設業経営支援コンサルタントを集中的に派遣（１社５回まで  12社分）

- - 廃止 - - -

経営セミナー（H22まで） 廃止 - - - - - - -

経営者研修会（H22まで） 廃止 - - - - - - -

新分野進出
　　スタートアップセミナー

・新分野進出を検討する建設業者を対象
・具体の事例から新分野進出の意義と必要性を研修 廃止 - - -

建設業新分野進出
　　　　　　　　支援事業費

県内建設業者の新たな事業分野への進出に要する経費の一部を補助。
・プランニング型（補助限度額100万円　補助率1/2　2社分）
　　新分野進出のための計画策定、事前調査、視察研修などに対し補助
・事業立ち上げ型（補助限度額200万円　補助率1/2　10社分）
　　新分野進出事業の初期経費、展示会等の販路拡大などに対し補助
・事業の事前審査、円滑な事業執行のためのフォローアップ・コンサルティング

廃止 - - -

やまなし建設業経営多角
　　　　　　　化支援事業費

県内建設業者の経営多角化のために要する経費の一部を補助。
（補助対象から太陽光発電関連事業を除き、プランニング型を廃止し従来の事業立ち
上げ型のみに整理）
・補助金　補助限度額200万円　補助率1/2　３社分
　　経営多角化事業の初期経費、展示会等の販路拡大などに対し補助
・事業の事前審査、円滑な事業執行のためのフォローアップ

- - - - - - -

・企業合併・企業連携に関心のある建設業者を対象にセミナーを実施
　　合併、事業譲渡、分割等の企業再編や企業連携についての意義と効果を研修

・県の入札参加資格を有する建設業者同士の合併等に要する経費に対し補助
　　（補助率10/10　補助限度額50万円　2社分）

入札参加資格の特典制度
　　　　　　　　　（H25まで）

・入札参加資格格付けのための評価点への加算
・入札参加できるランクの拡大（例：ＡランクとＢランクの両方に入札参加）
・入札参加できるエリア（建設事務所）の拡大（例：中北と峡東で入札参加）

- - - - - - 廃止 - - - -

建設業における
社会保険未加入対策事業

・社会保険加入促進のための地域別説明会・相談会の開催
　　委託事業（委託先：山梨県社会保険労務士会）
　　開催地区（峡中、峡東、峡南、峡北、富士東部の５箇所）

- - - - - - 廃止 - - -

建設業若年技能労働者
　　　　　　　定着促進事業

・若年技能労働者を対象とした、技術及び技能を習得するための教育訓練の実施
　　委託事業（委託先：（一社）山梨県建設業協会）
　　内容（土木施工管理研修（20名）、建設機械等の技能講習（50名））

- - - - - - 廃止 - -

やまなし建設業
　　　応援プロジェクト事業

・建設業のイメージアップを図り、人材を確保するため建設業インターンシップ等の実施
　　委託事業（委託先：（一社）山梨県建設業協会）
　　内容（インターンシップ、動画制作、技能研修、コンサルタント派遣等）

- - - - - - - 廃止 - -

未来を支える建設業
　　　　　　　就業促進事業

・建設業の人材を確保・育成するため資格試験講習、インターンシップの実施
　　委託事業（委託先：（一社）山梨県建設業協会）
　　内容（２級土木・建築施工管理技術検定準備講習、建設業インターンシップ）

- - - - - - - -

建設業若年技能者
　人材育成促進事業費
　　　　　　　　　　　補助金

・建設業の若年技能者の定着を促進するため技能研修に要する経費の一部を助成
　　補助先：（一社）山梨県建設業協会
　　内容（技能研修補助）

- - - - - - - -

明日の建設産業を考える
山梨会議開催費

・「明日の建設産業を考える山梨会議」の開催に要する経費
　　今後の建設産業の在り方を検討し、施策を推進するための会議を開催する。 - - - - - - - - - -

廃止 - - -
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・セミナー研修会はH22行政評価アドバイザーの意見を踏まえ、H22に見直しを実施
→　廃止

新分野進
出・経営多
角化

企業合併・
企業連携
（H25まで）

建設業合併等支援事業費
　　　　　　　　　（Ｈ25まで）


